
農 業 立 地 論・序 説  

平  頼  

1 は  し  が  き  

ここ数年来需要と供給とのアンバランスは，米の過剰問題だけでなく，成長農産物といわれ  

てきた畜産物や果実の供給過剰にも現われて，産地間競争が益々激化している。しかも農産物  

の貿易自由化の粋が拡大されるにつれて，国際競争もきびしくなり，それに応じて，動態的に  

「適地通産の原則」を生かして農業生産の地域分担を合理的に実施することが，生産者側から  

も要請され，また農政上のきわめて重要な課題となっている。   

このような農業生産の空間的適正配置という課題に理論的方向ずけを与えるのが，農業立地  

論である。本稿では紙数の都合もあって，古典的農業立地論から，地域計画を主内容とする近  

代的地域間分析論に至る学説的展開は，加用信文〔6〕，武藤和夫〔12〕，河野敏明〔7〕，ワイン  

シュンク〔20〕の諸氏の論文に委ねて，まず古典的立地論の代表としてブリンクマンの立地論  

を批判的に考察する。ついでブリンクマン理論の問題点の一つとして，農業生産の立地配置を  

市場（空間）均衡モデルとしてとりあげなかった点に焦点をしぼり，この問題を一応解決した  

ダンの理論を検討する。さらにブリンクマンが規模法則と専門化カを無視した点をとりあげて  

考察する。最後に複数市場を含む空間均衡モデルでない点および土地のみを移動不可能資源と  

した点をとりあげて，これらの問題を解決した近代的な地域間分析モデルを検討する。  

2 プリンタマンの農業立地論の間鹿点  

プリンタマンの農業立地論〔1〕において前提におかれている農業経営は，土地利用経営であ  

り，土地利用経営純収益を最大にすることを経営目標としている（土地利用経営純収益＝粗収益  

一土地利用経営費＝粗収益－（労働費＋物財費＋資本利子））。披は最適経営規模がどのような  

経済法別にしたがって決定されるか，、それが経営の立地条件および経営形態によってどのよう  

に変動するか，という「規模問題」を無視した。しかも経営主の農企業能力が一定であることを  

前提として，それと結合される土地規模が変動するばあいに，単位面積当たり平均土地純収益  

力が一定不変である，したがって限界土地純収益力も一定であり，かつ平均土地純収益力に等  

しいと仮定した。このように生産技術面で規模拡大に対して収穫鵬定法則か支配しており，同  

時に産出・投入規模の変化にかかわらず生産物および土地利用手段の庭先価格が一定不変であ  
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るという仮定を採用したために，経営目標を，単位面積当たり平均土地純収益カを持続的に最  

大にすることにおいたのである。  

ブリンクマンは，農業経営の経営形酪（l凝営集約度（ 労鱒費＋墜型至 

）  

と，（2）経営方式（経営部門の組合わせかた）という2面からつかまえた。（l）は生産要素相互間  

の最適結合比率および生産要素・生産物相互間の最適変換比率の決定問題であり，（2）は生産部  

門（生産物）相互間の最適結合比率の決定問題である。経営形態を表わす第3の指標として，  

経営規模をとり上げることをしなかった。彼は農業立地論の研究課題として，農業経営形態と  

農業経営の立地条件との間に成立している因果的対応関係を明らかにすることを取上げた。つ  

まり，農業経営形態の差異を，その立地条件の差異によって説明しようとしたのである。   

経営立地条件は，静態的立地要因，つまり経営形態の同時空間的差異を説明する要因として  

の，（1）経営土地の交通地位，（2）経営土地の自然的性状，（朝農企業者の個人的事情と，動態的立  

地要因，つまり経営形態の時系列的な変動を説明する（4）国民経済の発展段階から成っている。  

（1）交通地位は，経営形態の交通地位による空間的分化をもたらし，その結果として，経営土  

地純収益力の差異をもたらす。完全競争市場条件下では，競争の行き尽した結果として，土地  

の限界純収益カと平均純収益力とが等しくなる水準に「位置地代」が落ちつくのである。した  

がって，経営形態の空間的分化には，位置地代の空間的差異が対応する。同様にして，経営土  

地の自然的性状にもとづく経営形態の空間的分化には，いわゆる「豊痩地代」の空間的差異が  

対応することになる。   

彼は，農企業者の個人的事情を交通地位や自然的性状と同様に立地要因の一つとして取扱っ  

ているが，これは，農企業者が彼の経営を移転させたり，あるいは彼自身，農企業者であるこ  

とを止めたりすることがないという前提をおいているのである。しかもこの個人的事情は「長  

期」にわたって経営問で均等になりえないという前提をおいている。より高い土地純収益力を  

あげうるという意味において，より優れた個人的事情をもった農企業者がいると仮定しよう。  

他の経営は，同様に高い土地純収益力をあげるために，その経営活動を模倣しようとするが，  

長期にわたって，どの経営でも模倣できないような個人的事情があるとすれば，経営活動の差  

異とそれに対応する土地純収益カの格差は，長期静態的に存続し，それが農企業者の個人的事  

情そのものに対する一種の「準地代」として帰属することになる。この準地代は，長期を経て，  

農企業者の個人的事情が均等化するにつれて，生産物価格の下落か，生産要素価格（土地利用  

手段価格）の上昇によって吸収されて消失すべき性質のものであるが，その期間が半永久的な  

ものであるから，われわれの問題とする経済期間においては，この個人的事情の格差が消失し  

ないものとみなしたのである。   

なお農企業者の個人的事情の内で，生産方向に関する好みの差異とか，知識・熟練の差異と  

か，資本力の差異などは，静態的な「準地代」形成要因であるが，「新結合」あるいは「革新的  
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経営活動」を企画し，採択し，実行する企業意欲と企巣能力との差異は，動態的な「企業利潤」  

の格差を生む要因となる〔14〕。この企業能力による新結合は，経営の立地条件をより生かす方  

向をとる場合もあれば，立地条件からみて必らずしも適切でない方向をとる場合もある。後者  

の場合には，その新結合が，「単なる業主」としての農業者に模倣される書こつれて，その新結合  

をもっとも生かし得る立地条件下にある経営群との競争において放けることになる。したがっ  

て新結合の模倣がゆきつくした後においては，その新結合をもっとも効果的に生かし得る立地  

条件下にある経営群においてのみ，その新結合が採用され続けるのである。   

さて，ブリンクマンの『農業経営経済学』〔1〕の体系の中になぜ経営規模論が入らなかったの  

か，これは謎である。経営規模拡大に対して，生産物単位あたり企業利潤が逓増，不変，逓減  

のどれを示すかが，規模論の問題である。彼は「規模に関して収穫一定」の法則が成立してい  

ることを仮定している。生産要素および生産物の可分性，および生産方法の可分性，つまり分  

割しても，生産物単位当り企業利潤が一定であること，換言すれば，生産物単位当り生産費お  

よび庭先手取価格が一定であることを仮定したのである。   

経営規模に関して収穫逓減法則の支配する領域がなければ，各立地条件下にある農業経営の  

最有利規模が不定になる。さらに，経営立地条件の変化に応じて，最有利経営規模が，どのよ  

うに変化するかという問題も、未解決のまま残ることになる。   

つぎにプリンタマンの示した上記4つの立地要因のなかで，交通地位だけをとりあげて，交  

通地位による経営集約度および経営方式の立地配置理論を検討してみよう。  

3 交通地位による経営集約度の立地配置  

ブリンクマン・モデルでは，規模に関して収穫一定の法則が成立していると仮定して，生産  

要素間の結合比率のみを問題にした。その際，各生産要素に関する生産物単位当り技術係数が  

連続的に変動可能であり，したがって生産要素間の代替が連続的に可能であるような生産関数  

を仮定している。   

交通地位が変動すると，生産物および生産要素の農場庭先価格を変動させることを通じて，  

経営集約度に影響を及ぼすことになる。第1に，交通地位がよくなるほど，生産物価格が上昇  

するので，最有利集約度の必要条件をみたす点，換言すれば，各土地利用手段の限界収益力が  

その土地利用手段の庭先価格に等しくなるような土地利用手段の最有利投入量が増加する。こ  

れは，各土地利用手段の物的限界生産力が不変であっても，生産物価格の上昇によって，限界  

収益力が上昇するためである。   

第2に，交通地位がよくなるほど，労働粗放的，農村起源の資本財粗放的，かつ都市起源の  

資本財集約的な生産技術が採用される。これは，交通地位がよくなるほど労賃が上昇し，農村  

起源の資本財価格も上昇し，他方，都市起源の資本財価格が低下することに応じて，農企業者  
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が，土地利用手段相互間の最適結合比率を変えてゆくことによるものである。つまり，土地利  

用手段問の限界代替率が，それらの価格比の逆数に等しくなるという必要条件をみたす最適結  

合比率が，上記のように変動するのである。   

第3に，交通地位がよくなるほど，土地利用手段費の内で，加工過程よりも本来的耕種過程  

に要する費用の方に重点を移す傾向がみられる。   

第4に，より集約的な経営方式に移行する。つまり粗放的な作目に比べて集約的な作目の占  

める割合が大きくなる。   

第5に，土地休養期間が短縮されて，しかも一年間にあげられる収穫回数が増加する。第3  

から第5までの経営集約化は，単位面積当り収量をふやす方向であり，土地利用手段の物的限  

界生産力の逓減を緩和するような技術の選択を意味している。ブリンクマンは，経営方式の立  

地配置を説明する段階では，各作目について技術係数一定型の線型生産関数を前提において，  

説明を単純化している。その点，経営集約度の立地配置を説明する場合の技術係数可変型の生  

産関数とは異なる前提をおいていることになる。  

次に，交通地位による経営方式の立地配置について検討しよう。  

4 交通地位による経営方式の立地配置  

ブリンクマンはまず，経営方式を作目（生産部門）間の結合として定義する。作目問の結合  

は，交通地位などの立地要因による分化力と，多角化による利益を追求する統合力との均衡す  

るところで決まると仮定している。しかしブリンクマンの定義する統合力に対応するのは，む  

しろ部門規模拡大の利益に基づく専門化力である。統合力（多角化カ）と専門化力との均衡す  

る点で，経営方式が決定される。交通地位が変化するにつれて，この経営方式を構成する各部  

門の相対的有利性が変化し，同時に上記の統合力および専門化力を構成するそれぞれの要因の  

相対的有利性も変化してくる。その結果として，交通地位の変化に応じて経営方式が変化する  

のである。   

そこでまずプリンタマンに従って，作目の立地配置に及ぼす分化カを要約してみよう。彼は  

つぎのような前提をおいている。   

第1に，孤立国の中央に1つの大都市が存在する。その大都市を中心とする国民経済会体が  

1つの市場圏を形成し，そこではすペての生産物および生産要素の市場価格について∴「1物  

1価の法則」が支配している。つまりあらゆる生産物と生産要素について「完全競争市場」が  

成立している。   

第2に，ある生産物均の市場価格をぞ軸農場庭先価格をクり，生産物単位当り単位距離当  

り運賃率を点妙農場から市場までの市場距離を∠とすると次式が成立する。  
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／）－、′＝／）、リーーんノ  「り   

第3に，土地利用手段ば，都市起源の資本財Ⅹ1，農場起源の資本財Ⅹ2，労働Aの3群に分  

けられる。単純化のためにそれぞれが1種類であると仮定する。都市起源の資本財の市場価格  

をダMl；庭先価格をダLl，その単位当り単位距離当り運賃率をんとすると次式が成立する。  

ダい＝グMl＋緑  （2）   

農場起源の資本財の市場価格をダM2，庭先価格をグL2，運賃率を点2とすると，次式が成立す  

る。  

ダL2＝ダM2一点2／  
（3）   

労働については，中央都市における貨幣賃金率を鱒叫都市から〆km離れた農場の庭先貨幣  

賃金率を紗L，その単位距離当り低下額を点膵とすると，次式が成立する。  

紗L＝紗M一点紺／  （4）  

ブリンクマンは，労働を資本財と同様に全く流動的なものとみなして，長期静態的には，全  

地域にわたって実質賃金率が均等になるように労働力が移動するものと仮定している。しかも  

この実質賃金はすべて家計費に使われる程度の水準であり，全地域にわたって労働者の消費慣  

習が等しい，都心で働いている労働者の家計費内訳をみると，農村起源の消費財支出が都市起  

源の消費財支出よりも大きいと仮定している。（4）において，農場庭先貨幣賃金が，市場距離  

に比例して低下するためには，この農村起源消費財支出の家計費に占める割合aが0．5よりも  

大きいという仮定だけでは不十分である。b＝  とすると，  

このbが十分に小さくて，bく蕊 という必要条件をみたさなければならない。   

さて，第4に，ブリンクマンは，各生産物の生産技術を「生産プロセス」によって表わすこ  

とができると仮定している。つまり単位面積当り収量乃，都市起源資本財の投入量鞘，農場起  

源資本財の投入量∬祐労働投入量句は，生産規模の如何にかかわらず一定である。しかも他  

の生産部門との結合比率が変わっても，その生産部門の投入と産出とに関する技術係数が一定  

であると仮定している。   

第5に，労賃および資本財の農場庭先価格が変動し，それに応じて前払い資本額が変化する  

から，資本利子費用が変化する。ブリンクマンは利子率の地域格差を無視するとともに，土地  

純収益カの計算に当っては，この利子費用を無視している。   

以上述べてきたような前提のもとで，市場距離〆kmにある農場の単位面積当り平均土地純  

収益力点りを示すと次式のようになる。  

RLj＝PL肌－gLILrlj－gLヱ瑚一打LLZj  

＝（クM〝ブーダMlガ1才一ダM2こ疋勿一紗Mαブ）－（虐政伊ブ＋点1如トあ功一私物）∠  

＝ガMブ一句∠  
（5）  
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なお，次式のように表わすこともできる。   

恥＝虎M棚（点即湖晋一点ヱ晋一点紺芽）∠  

＝ガMブーづノブ昂∠  

q〒乃旦   

ブリンクマンはqをj作目の地代指数，昂をj作目の節約指数とよんでいる。つまり地代  

指数は単位面積当り収量と節約指数との積で表わすことができる。   

平均土地純収益力関数点Lブ＝斤Mクーq∠ほ各作目ごとに異なるが，市場距離／の一次関数で  

ある。いま2つの作目nとyトをとりだして，nがⅠちよりも市場近接地に立地するための  

必要条件ほ，ダン〔3〕が指摘したように次の2式を同時にみたすことである。  

恥＞鮎・  （8）  ＜  （9）  

（8）は，市場距離0の農場において，yトを生産した方がユうを生産するよりも高い平均土地  

純収益カをあげうること，（9）は平均土地純収益力が0になるという意味のnの耕境よりも，  

‡ちの耕境がより市場遠隔地にあることを意味している。両必要条件が同時にみたされるなら  

ば，両作目の平均土地純収益力関数が交差する点の市場距離がプラスであり，またその交差点  

に位置する農場の平均土地純収益力はプラスになる。   

これに対して，ブリンクマンほただ（10）の必要条件のみをあげている。  

（；1＞Cヱ  （10）  

nの地代指数がiちの地代指数よりも大きいという必要条件であるが，この市場（空間）均衡  

にとっては，外生的・技術的変数ともいうペき地代指数に関する必要条件がみたされるならば，  

長期市場均衡において市場需要をみたすために，｝1もjぅもともにわずかでも生産されるため  

には，内生変数であるn，iちの市場価格タMl，タMヱが変動して，ガMl，βM2を動かし，必然  

的に（8），（9）の両必要条件をみたすような市場価格水準に落ちつくと考えたのである。その意  

味において，ブリンクマンの必要条件は，ダンの両必要条件が成立するために絶対に必要な外  

生的条件であるが，ダンのように必要にして十分な条件を発見するに至らなかったのは，市場  

（空間）モデルを明確に定式化することができなかったからである。   

さて，ブリンクマンは，Gl＞銑，つまり，グ1点1＞グ2且2という必要条件のみをとりあげたが，  

収量乃と節約指数句とは，かなり密接な相関関係にあり，収量の高い作目は，がいして水っ  

ぽく，腐敗し易く，または荷いたみし易い。つまり運搬能性も貯蔵能性も低い。それは，節約  

指数を構成する生産物運賃率がかなり大きくて，その他の生産手段の運賃率が追加されるとし  

ても，それらを相殺して余りあることを意味している。したがって地代指数は第一義的には収  
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量によって支配され，ついで節約指数が問題になるのである。   

ところで，ブリンクマンば，市場距離による冬作目の立地配置の分化理論を展開したが，そ  

れを陽衰的に距離変数gを入れた一般市場均衡論として展開しなかった。したがって，上記の  

（8）における鱒町（市場距離0の立地における平均土地純収益力）の作目間の相対的関係にふれ  

なかったのである。ダンはこのブリンクマンの限界を突き出て，この市場距離変数を含む一般  

市場均衡理論を展開しているので，ここでダンの理論を要約しておこう。   

彼のおいた前提は，つぎの通りである。第1に，交通地位（市場距離）によって土地利用経  

営費は変動せず，ただ生産物価格だけが変動するものと仮定する。各生産物垢の土地利用経  

営費をり，生産物単位当り運賃率を句，市場距離を∠とすると，農場における平均土地純収益カ  

は次式のようになる。  

点り＝クMえγブーーり一々げ〆  （11）   

生産物の種類を形（ノニ1，‥・，〝），消費者ぶ人の各人所得をム，…，ム，とすると各生産物に対  

する練需要関数は，つぎのようになる。  

β1＝β1（タMl，タM2，…，タM渦；ム，…，ム）  

月経＝β循（タMl，タM2，…，クM循；ム，・‥，ム）  （13）  

この繚需要関数は，各消費者家計が与えられた消費慣習，所得水準，価格条件のもとで，効  

用水準を最大にするように行動することを陰伏的に含んでいる。しかも各消費者家計の所得  

ム，…，ムは外生変数としてあらかじめ与えられており，またこの需給均衡体系の中には，符種  

類の農産物しか含まれていない。   

第2に，上述の（8），（9）をみたすような両土地純収益力闘琴の交差する点の市場距離をみと  

する。同様に任意の均と均十1との間にも同様な必要条件をみたす立地境界ち（ノ＝1，…，形嶋1）  

が成立し，さらに形作日の耕境をg経とすると，これらみ（ノ＝1，…，形）はすペての作目の土地  

純収益力関数に依存することになる。  

そ1＝直（グ1，叫点1，クMl；・‥；グ循，√勒通解，アM雅）  

言花＝¢渇（几叫烏1，タMl；…；グ勒√雅，点雅，タM循）  （14）   

このように立地する場合の各作目の総供給量昂レ＝1，…，乃）を算定するために，第3の前提  

として，n作目は市場中心点からglまでの市場距離の範囲で円状をなして立地する，同様に  

均作目は市場距離ち－1とちとの問で同心円をなして立地するという前提をおくことが必要に  

なる。その際，各作目の市場総供給量は次式で表われる。  

ふ＝ツ1訂ね2，…，∫雅〒プ花町（〆雅之ーg解2－1）   

第4に需要と供給との均衡条件が与えられなければならない。  
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刀1＝ふ，…，ガ雅＝ぶ雅  （16）  

以上述べた市場需給均衡体系において，方程式の数が47窟，未知の内生変数の数が4紹，つまり  

価格がクMl，…，タM循の乃個，総需要量がガ1，…，β循の形個，各作目の立地する外側の境界  

の市場距離が′1，…，g循の乃個，総供給量がふ，…，∫乃の乃個となっている。－したがって，こ  

れら 

中で同時的，相互依存的に決まるのである。   

しかし，ダンの一般市場均衡体系でほ，作目の立地の分化現象しか説明できない。各交通地  

位に位置する経営は，この分化カの作用によって，相対的にもっとも有利な作目（最高の平均  

土地純収益力をあげうる作目）を1種類しか選択しないことになる。   

現実に成立している複合的な作目の組織，つまり経営方式を説明するためには，ブリンクマ  

ンのいわゆる統合力とともに，彼の無視してきた規模経済の追求を意味する専門化力を説明原  

理としてもってこなければならない。次節ではこの問題を検討しよう。  

5 農業経営における統合力と専門化力  

各経営をみると，その経営土地の各圃場は，経営の本拠地から各館場までの交通地位または  

自然的性状において異なる土地片から成っている。圃場交通地位またはその自然的性状につい  

て分化力が作用する結果として，各地片（圃場）が最高の土地純収益力をあげうる作目を独立  

的に立地させうるとすれば，経営全体としては，作目組織の多角化が進むことになる。これは  

「外的統合力」と称してよいであろう。   

ブリンクマンが問題としたかったのは，むしろ「内的統合力」である。内的統合力の第1は，  

「土地利用手段共同」である。労働力および固定的労働補助手段が，形態的にも機能的にも特  

定の経営の用途に適合するように特殊化し，しかも場所的にも，特定の経営に固定的に沈下さ  

れると，その物的耐用期間にわたって古びてゆくぼど，新規調達価と中古処分価との間の格差  

が大きくなる。そうすると，主幹部門において費消される場合には，その生産用役の限界収益  

力が，その生産用役の調達価評価額を上回るか，または少なくとも等しくなる限界まで投入さ  

れる。しかし主幹部門において利用されない期間において補助部門に利用される場合には，そ  

の生産用役の限界収益力評価額を，最低限，その処分価格水準まで下げることができる。この  

ように，労働力と固定的補助手段からたえず湧出して貯蔵できないような生産用役をできるだ  

け完全に利用しつくすためには，季節的に繁閑のくいちがう作目を組合せる努力が，続合力と  

して作用するのである。   

第2に，「土地利用共同」であるが，これは彼の論じた「地力利用共同」の他に「面積・期間  

利用共同」がある。「地力利用共同」は，土地の地力，肥力をもっとも周到に利用するために，  
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植物栄養分の要求方向の異なる作目を統合する作用カである。たとえば，表土利用作目と深土  

（底土）利用作目とを結合する。地力消耗作目と地力補給作目とを結合する。いや地をひきお  

こす作目には，いや地を解消する作目を結合する。同様に雑草，病虫害についても，お互いに  

相殺し合う作目を結合する作用カである。   

第3に「生産物利用共同」であるが，√ これは，中間生産物，換言すればその庭先調達（購入）  

価格と庭先処分（販売）価格との間の格差の大きい中間生産物の部門間の仕向関係を媒介とす  

る結合関係である〔22，第6章〕。   

ブリンクマンば，経営方式の決定に関する主体均衡条件を示すことができなかったが，近代  

経済学の理論において明らかなように，利用可能豊が限定されている固定的生産要素について  

ば，各生産部門における限界収益力が均等になるように配分される。彼が分化カを説明する段  

階では，各生産物について各生産要素に関する技術係数が∵定であり，しかも固定的生産要素  

は土地1種類という仮定をおいたから，線型計画理論において明らかなように，各農場が上記  

の主体均衡条件をみたすならば，1種類の生産部門（生産物）しか採用しないことになる。そ  

こでブリンクマンほ，経営土地をその圃場距離，地臥 同一土地の異なる土層や異なる植物栄  

養分によって分けて複数とし，さらに労働力は長期契約で雇用され，固定的資本財も貴借りで  

はなくて，長期的に経常で利用するために購入されているという現実的な仮定をおいている。  

このように固定的生産要素の種類が多くなるほど，それぞれの限界収益力をプラスにし，しか  

もできるだけ高めうるような生産部門を補合的に結合する統合力が作用することになるのであ  

る。ブリンクマンは別の著書において，その他の統合力として，第4に「危険分散共同」，第5  

に「家計仕向共同」，第6に「資金繰り・流動性保持共同」をとりあげている。   

彼のあげた第1から第3までの統合力要因は，第1に固定的に沈下された経営の土地および  

土地利用手段から時間非可逆的に湧出する生産用役を，その処分価よりも高い限界収益力をあ  

げうる利用機会があれば，そこで利用しつくそうという原則によるものである。さらに，中間  

生産物の形で，部門間に経営内部仕向関係が技術的に存在し，しかも，それによって自給きれ  

る中間生産物の自給・生産費用価が，それと完全代替的な購入生産要素価格に比べて割安であ  

れば，生産部門結合による中間生産物の自給に頼ろうという考え方である。いずれの場合でも，  

結合される生産部門それ自体が，交通地位の変動による分化カの作用をうけながら，同時に  

「補合的・補完的結合の利益」を獲得しようとする経営活動である〔15〕。   

さて以上述べてきた統合力に対応するのは，むしろ生産部門規模の拡大と専門化の利益を追  

求する「専門化カ」である。経営規模が一定であるとすれば，特定生産部門の規模を拡大して，  

部門組織の専門化を進めるほど，第1にその生産部門に関する意欲が増大する。第2に，その  

部門の生産過程および流通過程に関する知識および熟練が高度化し，さらに市場の信用も増  

す。第3により大型高能率の機械・施設を利用し，しかもその操業度を高めることができる。  
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第4に分業に基づく協業的な労働組織を採用して生産費の節約と生産物の品質向上による価格  

上昇とを期待することができる。第5に大量購入，大量販売に伴ない，流通過程において上記  

2つの方法を採用して，流通経費を節約することができる。第6に市場占有率の拡大によって，  

市場取引力を強化し，価格差別化 生産物差別化などの販売戦略を採用して，実質的に生産物  

価格をつり上げて，販売額を増大させることができる。なお，個別経営の土地規模が大きくな  

り，しかも多くの雇用労働に依存するような経営になると，チャヤノフ〔19〕が指摘したよう  

に，「内部不経済」，つまり経営内移動・運搬費の増大と，労務管理の能率低下が問題になるが，  

ここでは，それほど巨大な農業経営を成立させる内部経済は存在しないという前提をおこう。   

個別経営の零細性の枠内で，専門化による規模拡大の利益は，単に技術的可能性のなかから，  

より能率的な施設や労働組織を選択しうるという静態的規模拡大の利益よりも，むしろ動態的  

に革新的な経営活動を考案し，あるいは，人に先んじて，他経営の革新を模倣するために必要  

な企業者意欲および企業者能力の増進が可能になるという利益の方が大きい。   

しかし，生産面の規模経済でなくて，流通面の規模経済を追求しようとすれば，その意味の  

最適規模は，個別経営の専門化によって果しうる産出規模に比べて，あまりにも大きいので，  

「主産地」形成による準内部経済〔4〕および外部経済〔9〕の追求の形をとらざるをえない。   

つまり個別経営が意図的に共同組織を形成して，規模経済を実現する方向，これが，「準内  

部経済」の追求である。それに対して，共同組織を形成しなくても，同じ生産部門に専門化し  

た経営が，同一地域に密度高く集積すれば，工業立地論のいわゆる「集積の利益」〔21〕に相当す  

る「外部経済」が実現する。農業の場合においては，この外部経済を主産地形成によって，「準  

内部化」する効果の方が大きい。特に政策的に集団化に対する優遇措置がある場合には，これ  

を活用して，補助金，制度融資，指導などを受けうるという利益が大きい。もちろん，「外部  

不経済」，つまり空間的・時間的に移動不可能な生産要素に対する需要超過によって，その生  

産要素価格が上昇するという不利益があるが，これは，計画的な生産，出荷によって，ある程  

度回避しうるものである。いずれにしろ，このように集積の利益を追求しようとすれば，各経  

営は統合力による多角化の利益をある程度犠牲にして，部門組織の専門化を図らなくてはなら  

ないのである〔23〕。  

6 鼻薬立地論における近代的考察方法  

ワインシュンク〔20〕が述べているように，チエーネン〔18L ブリンクマン〔1〕などの古典的  

考察方法は，農業経営形態に対する個々の立地要因の影響を説明することを意図していた。こ  

れに対して，レッシュ〔軋 ア1ザード〔5〕，ダン〔3〕に始まる近代的考察方法は，ワルラス・  

カッセル型の一般市場均衡モデルに，市場距離（位置）変数を内生変数として入れて，任意の経  

済領域における農業生産・流通・消費の各変数および価格変数の相互依存的な同時的決定メカ  
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ニズムを説明する空間均衡モデルを構築することにあった。さらに線型・非線型計画法を利用  

してオペレーショナルな地域間分析モデルが考案されるようになったが，学説史的展望はワイ  

ンシュンク〔20〕，ペックマンおよびマルシャツク〔2〕，丸山義培〔10，11〕の諸氏に譲ろう。本稿  

では，丸山氏が紹介している高山・ジャッジの地域間パラメトリックニ次計画モデル〔6〕を用  

いて，古典的考察方法と近代的考察方法との差異を検討しよう。   

このモデルはつぎのような前提をおいている。（1）国民経済の中に，ダ偶の完成生産物市場，  

ク個の産地が空間的に散在している。産地には複数種類の移動不可能な生産資源がある0 各産  

地は統一的な生産単位である。産地間では中間生産物の売買が行なわれる。最終生産物だけが  

産地から市場に販売される。  

（2）任意の点産地における生産活動は，つぎの制約式で表わされる。  

グ＝1  雅甘 ∑毎年法轡＋∑坑抽＋∑易軸≦毎フ            如＝お    ダ＝1  （窟≡壬；：：：；芸）（17）  

（18）  萌如坑抽，易軸≧0，  

ただし  

嘲錘：点産地におけるノ生産プロセス単位水準当りのオ生産資源またはオ中間生産物の  

所要量（プラス），あるいはg完成生産物の産出量（マイナス）。  

∂細：貞慶地におけるオ生産資源・中間生産物の自然給与量。  

杓お‥ゑ産地におけるノ生産プロセスの稼動水準（未知数）。  

坑肋（彪≒弟：通産地から烏産地へ調達されたオ中間生産物の量（未知数）。  

易軸‥点産地から針市場へ輸送して販売された才完成生産物の量（未知数）。  

（3）崖地相互間，市場相互間は完全競争状態にあると仮定する。そうすると一般市場均衡状態，  

つまりあらゆる市場において，あらゆる生産物に需給均衡価格が成立している状態は，サムエ  

ルソン〔13〕によればnetsocialpay－0ぼが最大になる状態として表わされる。高山・ジャッジ  

は，この理論を用いて，つぎめ目的関数を設定している。  

（軸贈物十韻碗ダ・rゑみ軸）ろ軸（19）   

雅p 

ブ＝1舟＝1  偶p¢ －∑∑榊薫恕一芸豊∑∫伽現地＋∑∑∑      威＝1お±1ゐキた      感三1如1ダニ1  

つまり需要構造をつぎの一次の需要関数によって表示している。  

瑞≠物＋望碗針造ろ軸（オ＝1，‥・，椚欄＝1，…，ダ）  
rヒ1   

ただし，  

（20）  

碗針γ：g市場におけるγ生産物販売量1単位の増加によってもたらされるオ生産物価  
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格の変化高，（19）では碗針γ＝みダ．官を仮定している。  

勒：1人当り所得，人口など伊市場におけるすべての外生要因のオ生産物価格に対  

する影響の和。  

ノ㌔g：g市場におけるオ生産物の価格。  

りが点産地におけるノ生産プロセス単位当りの費用。   

∫棚（カ≒句：通産地から点産地へ宮中間生産物1単位を調達するための費用。  

∠物：点産地のオ生産物1単位をg市場へ輸送して販売するための費用。   

空間均衡問題は，（17），（18）の制約条件下で，（19）の目的関数を最大にするような旦料弟施  

易軸を求める計画問題に置き換えられたのである。   

丸LL［氏の説明はこの定式化にとどまっているが，さらにこの日的関数の値，つまりnet social  

pay－0仔を最大にするための必要条件をクーン・タッカーの定理によって求めよう〔6，7〕。まず  

つぎのラグランジュ関数を設定する。  

彿pα  

鞠，現地，ろ軸）＝1蓋お量り勅一名芸舟喜ぶ伽れ肋＋す主ょ孟（和一毎軸 隅p  

＋韻碗g・r£ろ軸）ろ如＋名蔓差夕官お（∂純一孟嘲ろぉ㌔嘉坑始㌔義弟肋1量ろ軸）（21）   

必要条件ば，非負条件をみたす未知数およびラグランジュ乗数に関して（22）－（25）をみたす  

鞍点が存在することである。  
l  

∂∠  

∂■lうÅ・  

彿 ＝→イ雄一∑入糊≦0および・萌烏＝0  
電＝1  

（22）  

（ノ＝1，…，乃；点＝1，… ，ク）  

∂ヱ  
訂拓＝－∫伽＋入紬≦0 および  ・現地＝0   （23）  

（g●＝1，…，鯛；ゑ＝1，…，ク；g＝1，…，ダ）  

p  

⊥些ニ＝物一徹ダ＋∑碗ダ．r∑ろ和一入律≦0～ぉよび 榊  
∂ろ軸  γ；1 お。1   

（わγ＝1，…，㈹；カ＝1，…，ク；g＝1，…，グ）  

鑑・易勧＝0  

意＝毎－∑α雛鞄＋∑坑兢－∑坑抽～∑為軸≧0            ナi        ．             ヴ  ブ＝1ゐキ盈ゐ≒お汐＝1  
および一－・入沌＝0（ダ＝1，…，椚；は，…，ク）  

（25）  

（24）は，為和が正であれば，入㈹＝薫物－∠物であること，つまりオ生産物の産地価格Å沌は，  

市場価格からノ産地までの輸送費を差引いたものに等しいこと，また生産物の産地価格が，市  
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場価格から輸送費を差引いた額を上回れば，その産地では生産されないことを意味している0  

これを拡張解釈すれば，任意の2市場間で生産物の売買が行なわれる場合には，市場価格間の  

格差が輸送費に丁度等しくなることを意味している。  

（23）ほ，通産地からゑ産地へ中間生産物が調達される場合には，その通産地価格入純がその  

調達費用∫伽に等しいことを意味している。  

（22）は∴虐産地において生産プロセス薫おの稼働水準が正である場合には，その生産プロセ  

ス1単位当り完成生産物産出量α雛の産地価格による評価額が，丁度，その生産プロセス1単  

位を稼働させるために必要な外給費用価およびすべての移動不可能生産資源および中間生  
卓  

産物の各所要量を産地価格によって評価して合計した総生産費用額に等しいこと，産出価額が  

総生産費用を下回る場合には，その生産プロセスが採用されないことを意味している。   

要するに，近代的考察方法による空間均衡モデルは，古典的考察方法が，1市場，連続的に  

存在する複数産地，土地という1種類の移動不可能資源を前提においたのに対して，非連続的  

に存在する複数市場および複数産地，土地以外に家族労働力，固定資本財などの複数の移動不  

可能資源を前提とした，現実に一歩近ずいた，しかも実証・決定・予測モデルとして有効なも  

のである。   

なお丸山氏〔10〕が考察しているように，上述の（19）目的関数の最終項の1／2の代りにパラメ  

ータAを代入すると，1＞ス＞1／2の範囲内でスを変動させることによって，全産地が中央集権  

的な指令に従って供給独占的に行動する場合（ス＝1）から完全競争的に行動する場合（ス＝1／2）  

までの様々な競争虔をもつ場合の空間均衡または地域計画を策定することができる。   

問題は，現実の産地間不完全競争構造が極めて複雑であり，それを「競争鹿足指数によっ  

て表わすことが難しいということである。しかも各産地は，生産・流通に関して，内部経済だ  

けでなく，組織化によって準内部経済や外部経済を追求しているが，これらの規模経済を考慮  

した空間均衡または地域計画モデルを考案することば今後に残されている。   

あとがき：われわれは神崎博愛先生の農業立地論の初期の受講生である。先生は，昭和25年  

当時においては珍らしかった選択理論を用いて，チューネン立地論を批判しようと苦心してお  

られた。その後昭和45年には『農業立地論』（富民協会）を出版しておられる。先生の定年御  

退官にあたり，謹しんで，神崎先生にこのったない小稿を捧げたい。  
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